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見えない価値の見える化による
低炭素な住まいづくりの推進

シンポジウム「魅力ある低炭素なまち『市川』を考える 20140915

健康性 知的生産性
震災時業務
生活継続性

見えない価値の見える化

光熱費・
ＣＯ２削減

エネマネハウス2014東京出展
慶應型共進化住宅（2014.1）→慶應SFCに移築国産杉材CLTをそのまま内装に

気候変動に関する政府間パネル（IPCC)WG３第5次報告書（2014.4）第9章

医療・介護費抑制に低炭素な住まいづくりが寄与？
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[1] 厚生労働省「医療費の推移」2010  [2] 厚生労働省「介護保険制度改正の概要」2011 [3] 内閣官房内閣広報室「医療・介護費用のシミュレーション」2008

医療費・介護費の推移[1][2][3]
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65歳以上の医療費内訳[6]
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内分泌
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循環器
27.4%

[4] 厚生労働省「要介護者等の状況」2007 [5] 須貝佑一 「あなたの家族が病気になった時に読む本 認知症」2006  [6]厚生労働省「国民医療費の概況」2008

約3倍
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認知症

30% 脳血管
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[年]

循環器疾患予防が医療・介護費増大抑制に寄与
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居間の室温変動、居間と寝室の温度差10℃あたり
1日の歩数が1400歩減少

注) 常勤でない、1日の在宅時間が3/5以上の対象者を分析 強制投入法 分析対象：山口調査のサンプル

*:p<0.10, **:p<0.05, ***:p<0.01
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(Megumi YANAGISAWA)Ikaga Lab., Keio University 3

高知県・山口県での137世帯239名の住環境と血圧・身体活動量の実測調査結果

山口県

高知県

室温低下に伴う血圧上昇量の比較（年齢別）

※1 一元配置分散分析 ※2 動脈に中性脂肪がたまって硬くなり、弾力性/柔軟性を失った状態
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高知県・山口県での137世帯239名の住環境と血圧・身体活動量の実測調査結果
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参考）⽇本⾼⾎圧学会「⾼⾎圧治療ガイドライン2009」

70
80
90
100
110
120
130
140
150
160
170

改修前 改修後 改修前 改修後

起
床

時
家

庭
血

圧
［
m

m
H

g］

p<0.05

Ave.

Ave.-SD

Ave.+SD

12mmHg低下

9mmHg低下

家庭血圧の「高血圧」診断基準
・収縮期血圧： 135mmHg
・拡張期血圧： 85mmhg

（14日間） (13日間) （14日間） (13日間)

p<0.01

Ave.

Ave.-SD

Ave.+SD
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収縮期血圧（最高血圧） 拡張期血圧（最低血圧）

※こうち健康・省エネ住宅推進協議会と伊香賀研究室による共同調査

(Shintaro ANDO)

断熱改修によって起床時家庭血圧が有意に低下

（70代女性）

起床時平均室温 8℃ → 20℃

家庭血圧の「高血圧」診断基準

戸建住宅の耐震・断熱改修（高知市内、築37年）

改修前（Is値0.35、断熱等級なし）

改修後（Is値1.48、断熱等級４）

健康維持増進効果
（2.7万円/（世帯･年）も)
併せて考慮した場合
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4020

さらに社会的な便益

（行政負担の減少）も

考慮した場合

14年 24年

60

共同住宅の断熱改修工事の投資回収年数（中間階中間住戸）

国土交通省「持続可能社会における既存共同住宅スットクの再生に向けた勉強会（村上周三座長）」、2012年7月4日
慶應義塾大学 伊香賀俊治研究室調査分析資料

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/jutakukentiku_house_tk5_000037.html
6Ikaga Lab., Keio University

   -3-



Ikaga Lab., Keio University 7

スマートウェルネス住宅等推進事業（2014年度～国交省）

全国2000軒・4000名調査を開始

8

脂質異常症 喫煙 糖尿病高血圧

収縮期血圧を

4.0 mmHg低下

脳血管疾患

男性15.7%
女性 8.3%の減少

虚血性心疾患

男性13.7%
女性10.4%の減少

食生活

食塩摂取の減少
野菜摂取の増加
肥満者の減少

身体活動

歩数の増加
運動習慣者割合
の増加

飲酒

多量飲酒者割合
の減少

降圧剤

服用率10%増加

2.3 mmHg低下 1.5 mmHg低下 0.12 mmHg低下 0.17 mmHg低下

室温

■断熱性能
無断熱⇒H11基準

5.2℃の上昇

■血圧への影響
0.43 mmHg/℃

2.2 mmHg低下

健康日本21（第2次）の範囲

更なる血圧の低下

更なる循環器疾患の減少

循環器疾患予防に向け、室温の持つ可能性は大きい

高血圧

収縮期血圧を

6.2 mmHg低下

脳血管疾患

男性 ？ %
女性 ？ %の減少

虚血性心疾患

男性 ？ %
女性 ？ %の減少

健康日本21（第2次） 循環器疾患予防の階層構造

Ikaga Lab., Keio University (Wataru UMISHIO)
※厚生労働省 健康日本２１ 第１次 2000～2012年度、第2次 2013年度～
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地域を元気にする温暖化対策

• 温暖化対策は「義務」「負担」ではない

• 地域特有の課題解決や、魅力の向上につながるポ
ジティブなものとなる

• 地域の特性に合わせた効果的な取り組みであるこ
とが重要

– 排出特性・構造

– 地域資源

– 地域主体の重層的な参加

– 環境・社会・経済に同時に働きかける取り組み

http://www.kikonet.org

豊田陽介
toyota@kikonet.org

温暖化防⽌活動の検討⼿順

• 目的と目標の設定

• 地域の課題やニーズを把握する

– 問題と課題

– 地域の資源

• ニーズにあった活動を検討する

– 目標・テーマ（何を）

– 対象（誰に、誰が）

– 手法（どのように）

– 実施計画（いつ、どこで）
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温暖化防⽌活動の⽬標
• 目的を達成するための、具体的な目安（数値や
達成する活動）

• 活動を積み重ねていくことで、目的の達成につな
がっていく

• 必要なこと
– 誰かでなく自分がやる、やりたいこと

– 面白い、楽しいこと

– チャレンジすること

– 勉強すること

– 仲間を作ること

京のアジェンダ21フォーラムにみる
活動の展開プロセス

【フェーズ １】

プラットフォームの形成

【フェーズ ２】

円卓会議の設置

【フェーズ ３】

実践活動等の実行

制度化

独立・事業化

終了

KES

醍醐コミュニティバス

省エネ製品キャンペーン

条例協働提案プロジェクト

企業活動WG

において実施

交通WGにおいて実施

企業活動WG

において実施

バス市民の会

を設置し、実施

プロジェクトチーム

を設置し、実施

プロジェクトチーム

を設置し、実施

KES運用

バス運行

省エネラベル実験

条例案提案

NPO化

全国展開

継続

政策化

全国展開

政策化

・関係主体の参集

・ニーズ・課題の吸い上

げ・整理

・具体的活動実行の

ための議論・作業

フォーラム全体

において実施

フォーラム全体

において実施

・計画の実行

図2 京のアジェンダ21フォーラムの活動展開プロセス

出典：平岡・豊田・山添・野田2012
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民

意
見

交
換

会
を

開
催

し
た

。
当

初
は

、
協

議
会

に
よ

る
取

り
組

み
趣

旨
を

説
明

す
る

形
式

と
な

っ
て

い
た

も
の

の
、

別
途

お
こ

な
っ

た
市

民
へ

の
ア

ン
ケ

ー
ト

調
査

や
グ

ル
ー

プ
イ

ン
タ

ビ
ュ

ー
の

結
果

か
ら

、
市

民
の

自
然

エ
ネ

ル
ギ

ー
へ

の
理

解
を

深
め

る
上

で
は

も
っ

と
経

験
的

に
理

解
で

き
る

よ
う

な
形

式
が

望
ま

し
い

と
い

う
こ

と
が

明
ら

か
に

な
り

、
2
0
1
2
年

8
月

に
は

実
際

に
参

加
者

が
ミ

ニ
太

陽
光

発
電

シ
ス

テ
ム

を
組

み
立

て
る

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

開
催

し
た

。
５

以
上

の
よ

う
な

プ
ロ

セ
ス

を
踏

ま
え

、
協

議
会

で
は

実
際

に
小

田
原

に
ど

の
よ

う
な

コ
ン

セ
プ

ト
の

事
業

主
体

を
設

立
し

、
ど

の
よ

う
な

体
制

で
事

業
を

実
行

し
て

い
く
べ

き
か

、
委

員
た

ち
は

率
直

に
議

論
を

積
み

重
ね

た
。

そ
し

て
、

約
1
年

に
お

よ
ぶ

協
議

会
で

の
議

論
の

後
、

地
域

エ
ネ

ル
ギ

ー
事

業
主

体
「
ほ

う
と

く
エ

ネ
ル

ギ
ー

株
式

会
社

」
が

2
0
1
2
年

1
2
月

1
1
日

に
設

立
さ

れ
た

。
6

そ
の

後
2
0
1
4
年

同
社

は
、

地
元

信
用

金
庫

の
融

資
を

受
け

、
一

億
円

の
市

民
出

資
の

募
集

を
１

月
２

８
日

に
開

始
し

、
５

月
１

２
日

に
は

募
集

完
了

し
、

事
業

開
始

し
た

。

３
事

務
局

で
あ

る
環

境
政

策
課

は
、

環
境

活
動

や
街

づ
く
り

に
関

わ
っ

て
き

た
地

元
商

工
業

関
係

者
や

地
域

の
金

融
機

関
な

ど
と

調
整

を
お

こ
な

い
、

地
域

の
自

然
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
方

向
性

を
議

論
す

る
だ

け
で

な
く
、

実
務

面
で

の
サ

ポ
ー

ト
も

で
き

る
よ

う
な

か
た

ち
で

委
員

を
選

定
し

、
協

議
会

を
立

ち
上

げ
た

。
協

議
会

は
、

委
員

の
な

か
か

ら
地

元
若

手
経

営
者

2
名

を
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
と

し
て

選
出

、
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
タ

ー
は

採
択

さ
れ

た
研

修
会

・
視

察
に

参
加

し
、

自
然

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

事
業

化
お

よ
び

合
意

形
成

に
つ

い
て

の
知

見
や

手
法

を
学

ぶ
と

同
時

に
、

地
域

で
の

事
業

化
に

向
け

て
「
太

陽
光

発
電

事
業

化
検

討
チ

ー
ム

」
を

立
ち

上
げ

、
事

業
計

画
の

作
成

を
は

じ
め

た
。

地
域

共
有

資
産

と
し

て
の

再
エ

ネ
:条

例

１
長

野
県

飯
田

市
「
地

域
環

境
権

」
（
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
導

入
に

よ
る

持
続

可
能

な
地

域
づ

く
り

に
関

す
る

条
例

2
0
1
3
.4

）

—
「
再

エ
ネ

資
源

か
ら

生
ま

れ
る

エ
ネ

ル
ギ

ー
を

市
民

共
有

の
財

産
と

捉
え

、
市

民
に

は
こ

れ
を

優
先

的
に

活
用

し
て

地
域

づ
く
り

を
す

る
権

利
が

あ
る

」
→

市
民

を
中

心
と

す
る

多
様

な
主

体
が

取
組

む
再

エ
ネ

に
よ

る
地

域
づ

く
り

事
業

を
公

民
協

働
事

業
と

し
て

支
援

ー
参

入
事

業
に

対
し

て
、

市
民

フ
ァ

ン
ド

や
銀

行
等

融
資

な
ど

の
資

金
が

円
滑

に
調

達
さ

れ
る

よ
う

、
付

属
機

関
が

公
的

に
信

用
補

完
機

能
を

似
な

い
、

審
査

情
報

も
公

表
。

発
電

事
業

立
ち

上
げ

期
の

調
査

費
用

の
み

に
充

て
ら

れ
る

資
金

を
貸

し
出

す
た

め
に

基
金

を
作

り
、

無
利

子
融

資
を

実
施

。
土

地
・
建

物
等

の
行

政
財

産
の

目
的

内
利

用
の

ル
ー

ル
化

２
兵

庫
県

宝
塚

市
「
地

域
共

有
資

源
と

し
て

の
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

」
（
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
利

用
の

推
進

に
関

す
る

基
本

条
例

2
0
1
4
.6

）

—
「
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

は
本

来
的

に
地

域
に

お
け

る
共

有
的

資
源

で
あ

り
、

そ
の

地
域

に
存

在
す

る
主

体
が

連
携

し
、

地
域

の
受

益
に

配
慮

し
て

利
用

さ
れ

る
べ

き
も

の
」
→

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
の

利
用

の
推

進
は

、
市

民
、

事
業

者
、

エ
ネ

ル
ギ

ー
事

業
者

、
地

域
エ

ネ
ル

ギ
ー

事
業

者
又

は
市

の
相

互
の

協
働

が
増

進
さ

れ
る

よ
う

に
行

わ
な

け
れ

ば
な

ら
な

い

C
o
py

ri
gh

ts
 K

o
ic

h
i 
It
o
 2

0
1
4
 @

A
ｌｌ

Ｒ
ｇ
ｈ

ｔｓ
R

e
se

rv
e
ｄ
.
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エ
ネ

ル
ギ

ー
自

治
に

関
す

る
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
4
原

則

1
.地

域
の

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

が
再

エ
ネ

事
業

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

の
全

体
あ

る
い

は
大

部
分

を
担

っ
て

い
る

—
地

域
の

個
人

、
協

同
組

合
、

Ｎ
Ｐ

Ｏ
、

一
般

社
団

、
独

立
系

発
電

事
業

者
、

金
融

機
関

、
自

治
体

、
学

校
等

が
、

資
本

金
や

融
資

・
寄

付
等

の
形

で
、

事
業

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

の
全

体
、

あ
る

い
は

大
部

分
を

担
っ

て
い

る
。

2
.地

域
社

会
に

基
づ

く
団

体
や

個
人

が
事

業
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス
の

議
決

権
を

持
っ

て
い

る

—
地

域
の

ス
テ

ー
ク

ホ
ル

ダ
ー

で
あ

る
個

人
や

団
体

が
、

出
資

に
伴

う
議

決
権

の
大

部
分

を
も

っ
て

再
エ

ネ
事

業
を

推
進

し
て

い
る

。

3
.再

エ
ネ

事
業

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

に
よ

る
社

会
的

・
経

済
的

利
益

の
大

部
分

が
地

域
に

分
配

さ
れ

る

—
支

払
利

息
・
配

当
、

給
与

、
地

代
、

固
定

資
産

税
・
地

方
消

費
税

・
法

人
事

業
税

、
設

備
費

用
支

払
、

管
理

費
用

な
ど

の
形

で
、

社
会

的
・
経

済
的

利
益

の
全

て
あ

る
い

は
大

部
分

が
、

そ
の

地
域

社
会

に
分

配
さ

れ
る

。

4
.再

エ
ネ

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

の
形

態
が

事
業

の
持

続
可

能
性

を
支

え
る

も
の

で
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
。

—
国

・
自

治
体

に
よ

る
一

方
的

な
巨

額
の

補
助

金
は

、
補

助
金

頼
り

の
事

業
展

開
を

生
み

、
自

立
的

な
事

業
の

可
能

性
を

阻
害

す
る

恐
れ

が
あ

る
の

で
、

差
し

控
え

る
べ

き
で

あ
る

。

C
o
py

ri
gh

ts
 K

o
ic

h
i 
It
o
 2

0
1
4
 @

A
ｌｌ

Ｒ
ｇ
ｈ

ｔｓ
R

e
se

rv
e
ｄ
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会
津

電
力

の
ケ

ー
ス

C
o
py

ri
gh

ts
 K

o
ic

h
i 
It
o
 2

0
1
4
 @

A
ｌｌ

Ｒ
ｇ
ｈ

ｔｓ
R

e
se

rv
e
ｄ
.

1
0

※
ア

イ
パ

ワ
ー

ア
セ

ッ
ト

株
式

会
社

は
会

津
電

力
株

式
会

社
の

子
会

社
で

、
太

陽
光

発
電

事
業

の
み

を
行

う
Ｓ

Ｐ
Ｃ

（
特

定
目

的
会

社
）
。

２
分

の
１

未
満

の
出

資
金

が
グ

リ
ー

ン
フ

ァ
ン

ド
か

ら
入

っ
て

い
る

。

会
津

電
力

太
陽

光
発

電
事

業
フ

ァ
イ

ナ
ン

ス

フ
ァ

イ
ナ

ン
ス

種
類

種
類

金
額

エ
ク

イ
テ

ィ
1

自
己

資
本

2
0
0
0
万

円

エ
ク

イ
テ

ィ
2

グ
リ

ー
ン

フ
ァ

ン
ド

資
本

（
配

当
優

先
・
無

議
決

権
）

５
０

０
０

万
円

メ
ザ

ニ
ン

市
民

（
匿

名
組

合
）
出

資
１

口
２

０
万

円
1
1
年

2
%

9
9
8
0
万

円

シ
ニ

ア
ロ

ー
ン

１
優

先
会

津
信

用
金

庫
1
7
年

1
.7

5
%
元

利
均

等
2
9
0
0
0
万

円

シ
ニ

ア
ロ

ー
ン

２
優

先
会

津
信

用
組

合
７

年
2
%
元

利
均

等
4
0
0
0
万

円

合
計

4
9
9
8
0
万

円

C
o
py

ri
gh

ts
 K

o
ic

h
i 
It
o
 2

0
1
4
 @

A
ｌｌ

Ｒ
ｇ
ｈ

ｔｓ
R

e
se

rv
e
ｄ
.

1
1

＜
対

象
事

業
＞

：
5
0
kW

ク
ラ

ス
の

分
散

型
ソ

ー
ラ

ー
2
0
カ

所
1
1
5
0
kw

喜
多

方
市

岩
月

町
中

規
模

ソ
ー

ラ
ー

3
0
0
kw

C
o
py

ri
gh

ts
 K

o
ic

h
i 
It
o
 2

0
1
4
 @

A
ｌｌ

Ｒ
ｇ
ｈ

ｔｓ
R

e
se

rv
e
ｄ
.

1
2

２
北

九
州

市
で

は
電

気
バ

ス
と

自
動

運
転

車
へ

北
九

州
:ソ

ー
ラ

ー
発

電
＋

蓄
電

池
＝

電
気

バ
ス

営
業

運
転

へ

新
電

力
会

社
（
P

P
S
）
と

の
電

力
契

約
で

電
気

料
金

を
2
1
.9

%
節

約
:那

須
烏

山
市

同
市

で
は

、
東

京
電

力
の

電
気

料
金

値
上

げ
に

よ
る

財
政

負
担

を
軽

減
す

る
た

め
、

2
0
1
4
年

８
月

１
日

か
ら

、
庁

舎
・
小

中
学

校
・
公

民
館

・
運

動
公

園
・
学

校
給

食
セ

ン
タ

ー
な

ど
2
0
施

設
の

電
気

を
新

電
力

会
社

(P
P

S
)へ

変
更

し
た

。
年

間
節

約
金

額
は

1
3
1
8
万

円
に

の
ぼ

る
。

生
活

協
同

組
合

パ
ル

シ
ス

テ
ム

千
葉

は
、

2
0
1
3
年

7
月

1
日

か
ら

、
野

田
市

内
の

店
舗

・
事

業
所

の
電

力
購

入
先

を
東

京
電

力
か

ら
パ

ル
シ

ス
テ

ム
東

京
の

子
会

社
の

「
株

式
会

社
う

な
か

み
の

大
地

」
に

変
更

し
た

。
同

社
は

、
バ

イ
オ

マ
ス

や
水

力
発

電
な

ど
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

の
電

力
調

達
を

進
め

て
い

る
。

こ
れ

に
よ

り
パ

ル
シ

ス
テ

ム
千

葉
の

野
田

市
内

の
店

舗
・
事

業
所

の
使

用
電

力
の

約
3
0
%
は

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
と

な
っ

た
。

１
P

P
S
へ

の
切

り
替

え
に

よ
る

節
約

と
再

エ
ネ

増
加

へ
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市川市の地球温暖化対策
の取り組み状況

市川市地球温暖化対策推進協議会 副会長

髙木 史人

魅力ある低炭素なまち『市川』を考える

-市川市・市川市地球温暖化対策推進協議会の活動-

20140915

1

市川市地球温暖化対策推進協議会

■設立：２０１０年（平成２２年）１１月

会長：高村民雄氏

■２０１１年度（平成２３年度）

■２０１２年度（平成２４年度）

■２０１４年（平成２６年）６月

■２０１３年度（平成２５年度）

会長：西岡秀三氏

〇１２月低炭素地域づくりサミット（千葉商大）-→８協議会で共同（いちかわ）宣言

〇低炭素いちかわプロジェクト→千葉商大＆ＮＰＯ法人気候ﾈｯﾄﾜ-ｸと連携

〇低炭素いちかわプロジェクト→ワ-クショップ①６月、②３月

〇９月シンポジウム：魅力ある低炭素なまち「市川」を考える
2
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○住まいづくり

(対象)高断熱化・高気密化等の

省エネ改修工事（市内施工業者）

■省エネ講座（家庭向け、事業者向け）

・平成２３年度→１回、２４→２回、２５→３回

（対象）太陽光発電システム、エネファーム、蓄電池等

■市川市住宅用省エネルギー設備等
設置助成制度

■あんしん住宅助成制度

3

○人づくり１

・地球温暖化対策や生活排水対策を普及する人材育成制度

・２００３年平成１５年からスタート

■市川市環境市民会議

・公募市民１５名による市への環境政策提言活動

・第１期（１９９９年平１１年）から第６期（２０１０年平成２２年）

■市川市環境活動推進員
(エコライフ推進員）

4
   -11-



○人づくり２
■クールアースいちかわ

・ 6月21日（夏至）7月7日（七夕）、
夜8時から10時までライトダウンのキャンペーン、イベント

■クールスポットマップ作成
・水辺、森林、公園等「自然の避暑地」を紹介するマップ

■エコドライブ実技教習会

■フードマイレージ
＆省エネクッキング講座

5

＜いちかわ環境フェア2014＞

・環境映画「ロラックスおじさんの秘密の種」

・環境アニメ＆節電ビンゴゲーム大会

・いちかわこども環境クラブ発足式

・エコギャラリー＆エコスタプラリー、マイエコバッグ作り

・【 協議会】エコスタプラリー、再生可能エネルギーパネル、自転車発電

○人づくり３

■いちかわ環境フェア（６月）

・第１回（１９９３年平５年）から第２２回（２０１４年平２６年）
・毎年６月（環境月間）開催。 第１９回から協議会と共催。

6
   -12-



○再生可能エネルギー

■公共施設への再生可能エネ導入

・２００２年平成12 年度から市として率先導入

・これまでに小中学校１９箇所+消防署１箇所に導入
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